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  第１章 計画策定に当たって 

 

山口県では、平成１９年３月に「やまぐち就業促進計画」（計画期間：平成２

４年度まで）を策定し、平成２１年１１月にはこれを改定して、総合的な雇用・

就業対策に取り組んできました。 

最近の県内の雇用情勢については、有効求人倍率が、平成２０年秋の金融危機

に端を発した世界同時不況の影響による低下から回復傾向が続いているものの、

依然として１倍を下回るなど、厳しい状況が続いています。 

一方、山口県の人口は、昭和６０年に１６０万人台を回復したものの、その後

は減少が続き、１４０万人強となっています。今後も減少が推計されており、労

働力不足や産業人財の質の低下などが懸念されています。 

また、県民一人一人が意欲を持って働きながら豊かさを実感して暮らし、本県

の社会経済の長期的安定を実現する観点から、仕事と生活の調和（ワーク・ライ

フ・バランス）のとれた働き方ができるようにすることが重要です。 

このため、「輝く 活力あふれる産業集積県 やまぐち」を支える産業人財の確

保・育成と雇用の安定を基盤とした豊かで安心できる勤労者生活を実現するため、

労働分野において県が取り組むべき施策を体系的に整理した指針として、「やま

ぐち雇用・人財育成計画」を策定します。 

 
 

 
「やまぐち雇用・人財育成計画」は、商工労働行政のうち、労働分野における

個別計画（分野別計画）として位置付け、労働分野における施策を体系的・総合

的に整理した計画とします。 

この計画に基づき、「やまぐち商工業推進計画」「やまぐち観光推進計画」と合

わせて、県が最重要課題として掲げている『産業力・観光力の増強』に向けて取

り組んでいきます。 

また、「産業力・観光力の増強」に向けて、重点的に取り組むための「やまぐ

ち産業戦略推進計画」に掲げられた戦略、プロジェクトのうち、関連するものに

ついては整合を図り、具体的な取組内容を掲げることとします。 

なお、この計画の第４章のⅡの「産業人財の育成」は、職業能力開発促進法（昭

和４４年法律第６４号）第７条に定める都道府県職業能力開発計画と位置付けて

います。 
   
 

1 計画策定の趣旨 

２ 計画の性格 
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計画期間は、「やまぐち産業戦略推進計画」との整合を図り、平成 25年度(2013

年)から平成 28年度(2016年)の４年間とします。 
  

 

 

 

 

やまぐち雇用・人財育成計画の位置付け 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 計画期間 

 
やまぐち 

産業戦略 

推進計画 

整
合 

《商工労働部 分野別計画》 

商工業分野の推進を図る

体系的・総合的な指針 

労働分野の推進を図る

体系的・総合的な指針 

観光分野の推進を図る 

体系的・総合的な指針 

やまぐち 

雇用・人財育成計画 

やまぐち 

商工業推進計画 

やまぐち 

観光推進計画 
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第２章 雇用を取り巻く環境 

 

１ 人口の推移 
 

(1) 山口県の人口の現況 
 

山口県の人口は、昭和６０年に１６０万人台を回復したものの、その後は減

少が続き、平成２４年には推計人口（総務省）で１４３万１千人となっていま

す。 

また、山口県の生産年齢人口（１５歳～６４歳）は、平成１２年の９７万４

千人から平成２２年には８５万８千人と、１１万６千人減少しています。そし

て、総人口に占める生産年齢人口の割合は、平成１２年の６３．８％から平成

２２年には５９．３％と低下しています。 

 

(2) 山口県の将来人口 
 

国立社会保障・人口問題研究所によると、平成４２年には、山口県の総人口

は１２０万８千人（平成２２年に比べ２４万３千人減）に、生産年齢人口は、

６５万２千人（平成２２年に比べ２０万６千人減）になると推計されています。 
 

資料出所：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

     （平成 25年 3月推計） 
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(3) 労働力人口1の推移 
 

国勢調査（総務省）によると、山口県の労働力人口は平成１７年の７５万４

千人から平成２２年の７０万７千人となっています。 

独立行政法人労働政策研究・研修機構によると、全国の労働力人口は年々減

少しており、平成２２年に全国で６，６３２万人であったものが、平成４２年

には、５，６７８万人（９５４万人減）～６，２５５万人（３７７万人減）に

なると推計されています。 

 

 

ゼロ成長Ａ：ゼロ成長に近い経済成長で、性・年齢階級別の労働力率が２０１０
年と同じ水準で推移すると仮定したシナリオ 

成長戦略Ｃ：経済成長、及び若者、女性、高齢者などの労働市場への参加が進
むシナリオ 

資料出所：独立行政法人労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計」 

 

 

 

 

 

                         
1
 労働力人口 15歳以上人口のうち、就業者と完全失業者を合わせたもの。 

 労働力人口が減少する中で、本県産業を担う労働力の確保と労働力の質

の維持・向上が重要な課題となっています。 
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２ 雇用情勢 
 

(1) 有効求人倍率2及び完全失業率3 
 
   山口県の有効求人倍率は、平成２０年秋の金融危機に端を発した世界同時不況

の影響による低下から、回復傾向が続いているものの、依然として１倍を下回る

厳しい状況が続いています。 

 

資料出所：厚生労働省「職業安定業務統計」 

また、全国の完全失業率は、平成２０年秋以降の急激な景気の後退に伴う雇用

情勢の悪化により、平成２１年７月には、過去最高と並ぶ５．５％まで上昇した

後、平成２５年８月には４．１％となっています。 

                         
2
 有効求人倍率 公共職業安定所で扱う求職者数及び求人数のデータから計算される、１人の求職者に対してどれ

だけの求人があるかを示す指標。１倍超であれば労働力不足、1倍未満であれば労働力過剰であることを表す。 

   有効求人倍率＝有効求人数／有効求職者数（倍）  

「有効求人数」 ・前月から未充足のまま繰り越された求人と新規求人との合計 

            ※求人申込の有効期間：求人を受理した日から２か月経過後の月末 

「有効求職者数」・前月から繰り越して引き続き求職している者と新規求職者との合計 

            ※求職申込の有効期間：求職を受理した日から２か月経過後の月末 
 
3
 完全失業率 「労働力人口」に占める「完全失業者」の割合（％）のこと。 

 

                就業者（月末１週間に少しでも仕事をした者） 

         労働力人口 

                完全失業者（仕事についておらず、仕事があればすぐつくことができる者で、 

１５歳以上人口               仕事を探す活動をしていた者） 

 

非労働力人口 

 

（総務省「労働力調査に関するＱ＆Ａ」）。 
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資料出所：山口労働局 

 

(2) 雇用調整の状況 
 
   平成２４年度には、半導体関連の大規模な工場閉鎖や事業撤退などにより、多

くの方が離職を余儀なくされました。この結果、県民の雇用に対する不安が高ま

りました。 
 

 

資料出所：山口労働局 H24. 9以前：「大量雇用変動届 提出状況」ベース 

  H24.10以降：「再就職援助計画 認定状況」ベース 

 

 

 

 

 

雇用情報の提供や相談体制の整備、職業能力開発の促進などにより、ミスマッ

チの解消を図り、雇用を促進していく必要があります。 

また、大規模事業撤退等による離職者が発生した場合には、関係機関と連携し

た再就職支援等の取組が必要です。 

（人） 

全国の完全失業率の推移 
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３ 就業者の動向 
 

(1) 労働時間の状況 
 

「労働力調査」（総務省）によると、平成２４年における週労働時間が６０時間

以上の労働者の割合は９．２％となっており、特に子育て世代に当たる３０歳代男

性では１８．２％と高い水準で推移するなど、依然として長時間労働の実態が見ら

れます。 

 
資料出所：総務省「労働力調査」 

 

(2) 雇用形態の状況 
 

平成２４年の就業構造基本調査（総務省）によると、山口県の雇用者６０万３千

人のうち、会社役員や正規の職員・従業員が３９万７千人（６５．８％）、パート・

アルバイトなどの非正規雇用は２０万６千人（３４．２％）となっています。そし

て、平成１９年と比べると、男女とも正規の職員・従業員の割合が低下し、パート・

アルバイトなど非正規雇用の割合が上昇しています。 

また、年齢階級別の非正規雇用比率（雇用者に占める非正規雇用者の比率）は、

平成１９年と比べて、ほとんどの年齢層において増加している中、１５～２４歳層

と４５～５４歳層においては若干減少していますが、若年層における非正規雇用率

は依然として高い水準にあります。 

全国的にみると、平成２４年において、男性一般労働者の給与水準を１００とす

ると、男性短時間労働者は５５．２、女性短時間労働者は５０．５となっており、

短時間労働者と一般労働者の賃金格差は減少傾向にあるものの、短時間労働者の賃
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金は依然低い水準にとどまっています4。 

 
     ［雇用形態別雇用者数及び構成比（山口県）］ 

 区       分 
実数(千人) 構成比(％） 増減 

平成 19 年 平成 24 年 平成 19 年 平成 24 年 実数 構成比 

雇用者（総数） 616 603 100.0  100.0  △ 13 - 

 役員 39 34 6.3  5.6  △  5 △ 0.7 

 正規の職員・従業者 387 363 62.8  60.2  △ 24 △ 2.6 

 パート・アルバイト 143 146 23.2  24.2  3 1.0 

 労働者派遣事業所の派遣社員       10  5 1.6  0.8  △  5 △ 0.8 

 契約社員・嘱託 28 38 4.5  6.3  10 1.8 

 その他        9 17 1.5  2.8  8 1.3 

資料出所：総務省「平成 19・24年就業構造基本調査」 

 

 

 

 

資料出所:総務省「平成 19・24年就業構造基本調査」より算出。雇用者に占める非正規雇用者の割合。 

 

 

                         
4 内閣府「平成２５年版男女共同参画白書」 
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資料出所：内閣府「男女共同参画白書」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康で豊かな勤労者生活を実現し、男女が共に仕事と子育て等を両立できる環

境を整備するためには、長時間労働の抑制や、教育・啓発活動の推進、多様で柔

軟な働き方が可能となる環境づくり等、ワーク・ライフ・バランスの更なる推進

を図ることが必要です。 



 

- 10 - 

 第３章 計画の推進 

 
 

  
労働基準法、労働者派遣法、雇用保険法等に基づく施策は、国が主体となって

実施しています。 

また、雇用対策法、職業安定法、高年齢者雇用安定法、障害者雇用促進法、職

業能力開発促進法、次世代育成支援対策推進法等に基づく施策は、国と県が連携

し実施しています。 

こうした枠組みのもと、「雇用の確保・創出」、「産業人財の育成」、「ワーク・

ライフ・バランスの推進」の３つの基本方向を定め、これに沿った１３の取組に

より、計画期間中の雇用・人財育成対策を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 施策展開の基本方向 

 

労働力人口が減少する中、働く意欲と能力がある若者、女性、高年齢者、

障害者等の就業に向けた取組を進めるなど、雇用の確保・創出を図りま

す。 

1  若者に対する施策の推進 

Ⅰ 雇用の確保・創出 

2  女性に対する施策の推進 

3  高年齢者に対する施策の推進 

4  障害者に対する施策の推進 

5  ＵＪＩターン就職の促進 

7  雇用の場の拡大 
 

6  離職者対策等の推進 



第３章 計画の推進 

 - 11 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康で豊かな生活を実現するため、長時間労働の見直しや、仕事と子育

て等の両立支援、多様な働き方を可能とする就業環境づくりを促進する

ことにより、ワーク・ライフ・バランスの推進を図ります。 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 雇用・人財育成対策を効果的・効率的に推進するためには、国・市町等行政関係機

関との適切な役割分担のもと、相互に協力し、一体的に取り組むことが重要です。 

また、施策の推進に当たっては、労働団体、産業界、学校、ＮＰＯ法人等関係機関

の協力や主体的な取組も不可欠です。 

このため、県では、国など関係機関と連携し、この計画に基づく各種の施策を展開

します。 

 

一人一人の職業能力を開発するため、キャリア教育の推進、職業能力開

発の推進、技能・技術の円滑な継承と技能の振興を進め、本県産業を支

える人財の育成を図ります。 

2 推進体制 

Ⅱ 産業人財の育成 

1  キャリア教育の推進 

2  職業能力開発の推進 

3  技能・技術の円滑な継承と技能の振興 

1  健康で豊かな生活のための時間の確保 

Ⅲ ワーク・ライフ・バランスの推進 

2  仕事と子育て等の両立支援 

3  多様な働き方を選択できる就業環境づくり 
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 取組ごとに数値目標を設定し、各取組の目標及び平成 28 年度の数値目標達成に向

けて、各種関連事業を推進します。 

 

項      目 【現状値】 【目標値】 

Ⅰ-1 高校・大学等の就職決定率 
高 校 97.7％(H24) 

大学等 92.3％(〃 ) 

増加させる 

(H28) 

Ⅰ-2 就業率（25～44歳女性） 68.2％(H22) 70.9％(H27*1) 

Ⅰ-3 就業率（60～64歳男女） 57.5％(H22) 60.6％(H27*1) 

Ⅰ-4 民間企業における障害者雇用率 2.28％(H24) 
現在の水準を 

維持(H28) 

Ⅰ-5 ＵＪＩターン就職決定者数 
154人 

(H21～24) 

増加させる 

(H25～28) 

Ⅰ-6 就職決定者の支援期間が６か月以上 

の割合 
51.9％(H24) 減少させる(H28) 

Ⅰ-7 新規雇用創出 － 
2万人以上*2 

(H25～28) 

Ⅱ-1 体験的なキャリア教育の 

実施公立学校割合 

 

インターンシップ体験大学生等数 

小学校 100％(H24) 

中学校 100％(〃 ) 

高 校 90.7％(〃 ) 

大学等 641人(〃 ) 

  100％    (H29*3) 

  100％    (〃 *3) 

  100％    (〃 *3) 

増加させる(H28) 

Ⅱ-2 公共職業訓練受講生の就職率 93.8％(H24) 
現在の水準を 

維持(H28) 

Ⅱ-3 技能検定合格者数 
1,662人 

(H24) 

1,600人以上

(H28) 

Ⅲ-1 年間総実労働時間（山口県） 1,823時間(H23) 
1,800時間を 

下回る(H28) 

Ⅲ-2 「やまぐち子育て応援企業宣言」 

届出企業数 
581社(H24) 780社(H28) 

Ⅲ-3 育児・介護以外での短時間勤務を 

選択できる事業所の割合 
24.8％(H23) 

増加させる

(H26*4) 
 
*1 国勢調査による実績調査年度 *2 やまぐち産業戦略推進計画の産業戦略指標 

*3 県教育振興基本計画の目標設定年度 *4 雇用管理実態調査による実績調査年度 

 

 
 本計画については、今後の社会経済情勢や雇用情勢等の変化を踏まえ、毎年、事業

内容を見直します。 

3 数値目標 

4 進行管理 
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 第４章 施策の方向 

 

 

 

 

 

 

労働力人口が減少する中、働く意欲と能力がある若者、女性、

高年齢者、障害者等の就業に向けた取組を進めるなど、雇用の確

保・創出を図ります。 

 

 

１ 若者に対する施策の推進 
 

【現状】 

○ 新卒者の就職内定率 

県内高校・大学等の新卒者の就職率は、平成２０年秋以降の急激な景気後退の影響

を受けて、平成２１年度には、高校卒業者をはじめ、ほとんどの校種で前年度を下回

りました。 

現在、徐々に回復傾向にありますが、依然として未就職のまま卒業する者も多く、

厳しい環境が続いています。 

 
資料出所：山口労働局 

(%) 

Ⅰ 雇用の確保・創出 
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○ 若年層の完全失業率 

若年層の完全失業率（全国）は、１５～１９歳及び２０～２４歳で７．９％、

２５～２９歳で６．４％と依然として高水準となっています。 
 

 
資料出所：総務省「労働力調査」 

 

     ◇ 新規高卒者の就職内定状況                （単位：人、％） 
区 分 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 

求 人 数    ５，１５２ ４，５１１ ５，２８８ 
求 職 者 数    ３，０２１ ３，１０３ ３，０１３ 
求 人 倍 率    １．７１倍 １．４５倍 １．７６倍 
就職数(内定)    ２，９６９ ３，０７１ ２，９７７ 
就 職 内 定 率    ９８．３％ ９９．０％ ９８．８％ 

      資料出所：山口労働局 

 

     ◇ 新規大卒者の就職内定状況                （単位：人、％） 
区 分 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 

就職希望者数    ２，４７０ ２，４６７ ２，４６９ 
就職数(内定)    ２，１８４ ２，１３３ ２，２１８ 
就 職 内 定 率    ８８．４％ ８６．５％ ８９．８％ 

      資料出所：山口労働局 
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○ フリーター、ニート等の状況 

近年、雇用情勢や企業の採用動向、若者の就職意識の変化等を背景に、フリーター

やニート（若年無業者）といった若者や生活困窮者が数多く存在しています。 

フリーターについては、全国のフリーターの数は、平成２４年は前年より４万人減

少して１８０万人となりました。年齢階級別にみると、１５～２４歳層では大きく減

少しているものの、２５～３４歳層では平成２１年以降増加を続けています。独立行

政法人労働政策研究・研修機構によると、山口県の平成１９年におけるフリーターの

数は、１５，８００人と推計されています。 

ニートについては、全国のニートの数は、平成２４年は６３万人と高止まりしてい

ます。総務省雇用失業統計研究会によると、山口県の平成１９年におけるニートの数

は、６，８００人と推計されています。 

生活困窮者について、全国の平成２３年度における福祉事務所来訪者のうち、生活

保護に至らない人数は、高齢者等も含め年間約４０万人と推計されています。  
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資料出所：総務省「労働力調査」 
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22,800

15,800

7,000 6,800

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H14 H19

山口県におけるフリーター及びニート（若年無業者）の状況

フリーター

若年無業者

（年平均）

（人）

 

資料出所：独立行政法人労働政策研究・研修機構「労働政策研究報告書 No.108」 
      及び雇用失業統計研究会関連資料 

 

【課題】 

本県の産業を支える人財を確保するためには、人財を育成し、県内就職を促進する

ことが必要です。 

このため、県内企業と若者との結びつきの強化や情報提供、雇用の場を確保する取

組が必要です。また、就職前には、社会人としての基礎力や職業能力の向上に向けた

人財育成の取組、就職に当たっては、一人一人の適性や能力に合わせたきめ細かな支

援や、仕事や県内企業についての理解の促進によるマッチングの強化、就職後には、

相談やセミナーなどによる職場定着に向けた支援を行うことが必要です。 

また、ニート等の若者や生活困窮者が職業的自立をしていくためには、一人一人の

ニーズに合わせたきめ細かな支援を行うことが必要です。 

 

【施策の方向】 

「山口県若者就職支援センター」5（以下「若者就職支援センター」といいます。）

を中心に、教育機関、企業、経済団体、行政機関等が連携し、「高校生の県内就職へ

の支援」、「学生、若年離職者、フリーター等の就職支援」に取り組むなど、本県産業

を支える人財の確保と若者の県内定住の促進を図ります。 

 

                         
5
 山口県若者就職支援センター おおむね４０歳未満の若者及びＵターン希望者のための情報提供・相談・能力開発・職業紹介
等の一貫した支援を行うワンストップサービスセンターとして、県が平成１６年４月に山口市（ＪＲ新山口駅前）に設置した施

設。 
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(1) 高校生の県内就職への支援 

  県内就職や職場定着などを総合的に支援するため、高等学校に高校生就職サ

ポーター6を配置し、求人開拓、ガイダンス、マッチングを一体的に行いま

す。 

  マッチングの強化を図るため、高校からの要請に応じ、キャリアカウンセラ

ー7や企業講師を派遣し、個別相談やセミナー等きめ細かな支援を行います。

また、就労等に関する相談窓口を記載した「就労相談カード」を配付します。 

  企業の実態や仕事内容に対する理解、本人の希望や適性に合った企業の選択

等に資するため、求人事業所の職場見学を実施します。 

  高校生の中小企業への理解を深めるため、地元企業に関する情報提供を行い、

高校と地域や地元企業との連携を強化します。 

  就職未内定者の早期内定を図るため、地元企業と生徒の出会いの場である企

業合同就職説明会を実施します。 

  学校や企業、職業安定機関が参加し、学校の教育内容や企業活動等について

情報交換を行う県内就職促進協議会を開催します。 

 

(2) 学生、若年離職者、フリーター等の県内就職支援 

  若者一人一人の適性や能力に応じたきめ細かな支援を行うため、若者就職支

援センターにおいて、キャリアカウンセリングを中心とした相談から情報提

供・能力開発・職業紹介までのサービスをワンストップ8で提供します。ま

た、就労等に関する相談窓口を記載した「就労相談カード」を配付します。 

  学生と県内企業との出会いの場を提供するため、企業合同就職説明会を開催

します。また、県内企業の理解を深めるための就職ガイダンスの開催、「Ｙ

Ｙジョブナビ9」を活用した求人情報の提供、企業ガイドブックや就職支援

情報を掲載した広報誌の作成など、就職関連情報の提供に努めます。 

                         
6 高校生就職サポーター 就職相談、求人開拓など、就職支援を行う非常勤職員 
7
 キャリアカウンセラー [career  counselor]求職者や転職希望者等の円滑な再就職及び労働移動を支援するため、求職者等

に対して自らの職業生活設計を踏まえた相談「キャリアカウンセリング」に応じる専門家。（キャリア＝経歴、職歴） 
8 ワンストップ  [one-stop] 利用者の相談や情報収集などの複数のニーズを 1か所で受け止め対応すること。 
9 「ＹＹジョブナビ」 若者就職支援センターが運営する就職関係情報提供ホームページ。 
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  ビジネスマナーやコミュニケーション能力など、就職に必要となる社会人と

しての基礎的能力を高めるため、若者就職支援センター等においてスキルア

ップセミナーの充実に努めます。 

  県内及び県外に進学した大学生等の県内就職を促進するため、県内の地域に

密着した企業におけるインターンシップ10を総合的に推進します。 

  山口県出身学生の県内就職を促進するため、県外の大学等に対し、県内企業

の情報提供を行います。 

  若者の職場定着を図るため、若者就職支援センターにおいて採用内定者向け

研修や入社後のフォローアップ研修、企業の人事担当者や職場責任者向けの

研修などを開催します。 

  学卒未就職者の人財育成や早期の正社員化を支援するため、実践研修や職場

体験等による能力開発などを実施します。 

  若者の職業能力を高め、安定した雇用に結びつけるため、高等産業技術学校
11における「デュアルシステム」訓練12や若者就職支援センターと連携した

「企業魅力体験プログラム」の実施など、就労体験を組み込んだ実践的な職

業訓練に取り組みます。 

  学卒未就職者の職業能力開発を促進するため、職業訓練による支援や求職者

支援訓練13（特に基礎コース）について周知に努めます。 

  若者の正規雇用（正社員化）を促進するため、若者就職支援センターでの社

会人基礎力養成研修と職場見学、キャリアカウンセリングに、就職説明会を

連動させ、一連の就職支援プログラムとして実施します。 

 

 

                         
10 インターンシップ  ［internship］大学、高校等の在学中に、一定期間、企業その他で就業体験を積むことにより、仕事の

実態を知る制度。 
11
 高等産業技術学校 「職業能力開発促進法」(昭和４４年法律第６４号)に基づき、県が下関市と周南市に設置している職業

能力開発校。普通職業訓練で長期間及び短期間の訓練課程のものを行うための施設。 
12 「デュアルシステム」訓練 従来、主として公共職業能力開発施設内で実施していた職業訓練に、地域の協力企業の参加に

より、当該企業での実務による訓練を大幅に導入することで、現場経験のある若年技能者を育成して企業に送り出す「働きなが

ら学ぶ、学びながら働く」形式の職業訓練システム。 
13
 求職者支援訓練 求職者支援制度（雇用保険を受給できない求職者等が職業訓練によるスキルアップを通じ早期就職を目指

すための制度）による職業訓練。民間教育訓練機関等の申請に基づき、厚生労働大臣が求職者支援訓練として認定する。 
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  若者と中小企業とのマッチングの強化を図るため、若年離職者やフリーター

等を対象に、企業合同就職説明会や職場体験等による中小企業との出会いの

場づくりを進めます。また、中小企業への人財採用・定着・育成に係る相談

対応や戸別訪問による求人情報の収集等を行います。  

  若者と中小企業との結びつきを強化し、県内就職を進めるため、若年離職者

やフリーター等の就職支援に理解のある企業から、企業合同就職説明会への

参加や職場体験等の受入れについて協力を得られるよう努めます。また、当

該企業に対して、若年人財の確保に資する様々な情報の提供に努めます。 

  中小企業者等における若年者雇用を促進するため、若年者雇用対策資金など

の融資制度を通じた支援を行います。 

 

(3) ニート等の若者への支援 

  ニート等の若者の職業的自立を支援するため、県内４箇所に設置されている

「地域若者サポートステーション14」に対し、臨床心理士による心理カウン

セリングの実施や、職場体験をはじめとする職業意識の啓発などの機能強化

を図ります。 

  「地域若者サポートステーション」の事業を円滑に実施するため、就労支

援機関、保健・福祉機関、教育機関、行政機関等による若者自立支援ネット

ワーク会議を開催し、支援に向けた取組を検討します。 

  「地域若者サポートステーション」の県内全域への周知を図るため、各種

媒体を活用した広報活動を実施します。 

  「地域若者サポートステーション」における、支援対象者への進路決定後の

フォロー等の取組を支援します。 

 

(4) 生活困窮者への支援 

  生活困窮者の自立の促進を図るため、就労に向け、本人の状況に応じたきめ

細かな支援を行います。 

 

                         
14
 地域若者サポートステーション ニート等の若者（原則 15歳～39歳）に対する地域の支援拠点（平成２５年度現在で、下関

市、宇部市、防府市、周南市に各１箇所設置）。キャリアカウンセラーや臨床心理士等による個別相談、自立支援プログラムの

作成等により、職業的自立を支援する。 
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  雇用による就労が可能な生活困窮者に対しては、ハローワークと連携した就

労支援を行い、必要に応じて相談支援によるフォローアップを実施します。

また、雇用による就労を継続して行うことが困難な生活困窮者に対して、就

労に向けた支援を行います。 

  就労の支援その他の自立の支援に関する相談等を円滑に行うため、ハローワ

ーク、教育機関その他の関係機関と連携を図ります。また、市町に対して情

報提供などの支援を行います。 

 

(5) 正規雇用の場の確保 

  若者をはじめとする人財を確保し、県内定住を促進するため、５月の「求人

確保促進月間」における経済団体や企業への訪問、若者就職支援センターに

よる企業への戸別求人開拓など、あらゆる機会をとらえて、企業に対し、正

規雇用の拡大を要請します。 

 

(6) 若者雇用確保措置の導入促進 

  若者の就業機会を確保するため、政策課題を評価項目とする入札参加者指名

制度において、「ＹＹジョブナビへの登録」を評価項目とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

■ 数値目標 【現状値】 【目標値】 

Ⅰ-1 高校・大学等の就職決定率 
高 校 97.7％(H24) 

大学等 92.3％(〃 ) 

増加させる 

(H28) 
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２ 女性に対する施策の推進 

【現状】 

○ 女性をとりまく環境 

近年、社会経済情勢が大きく変化する中、家事労働の軽減、高学歴化等に伴う社会

参加意識の高まりなどにより山口県の女性雇用者の割合は増えており、全国とほぼ同

様な傾向を示しています。 

 

  女性雇用者の現状                                   ［単位：千人､％］ 

 
 

 

山  口  県 全   国 

雇用者総数 

A 

女性雇用者 

B 

割合 

B/A 

雇用者総数 

C 

女性雇用者 

D 

割合 

D/C 

S60     542       209   38.6    41,303 15,399 37.3 

H 2     561       230   41.0    45,252 17,705 39.1 

H 7     589       250   42.4    48,290 19,486 40.4 

H12     578       251   43.4    48,763 20,345 41.7 

H17     560       250   44.6    48,334 20,955 43.4 

H22     531       243   45.8 46,287 20,762 44.9 

   注) 雇用者とは、雇用されている者のうち役員及び家族従業者を除いたもの。 
資料出所：国勢調査 
 

   女性労働力率（30～34歳） 

 区 分 山口県 全 国 順位 

H17 

労働力率（①/②） ６４．０％ ６３．４％ 全国31位 

①労働力人口 30,691人 2,968,330人  

②総 数 47,962人 4,682,448人  

H22 

労働力率（①/②） ６７．９％   ６９．４％ 全国36位 

①労働力人口 26,662人 2,666,556人  

②総 数 39,255人  3,844,588人  

注 1）労働力人口とは、１５歳以上の就業者と完全失業者を含んだ人数 

注 2）総数は、労働力状態「不詳」を除いている。 
資料出所：国勢調査 
 

山口県の女性の年齢階級別の有業率を見ると、２０歳代後半から低下し、３０歳代

前半を底に、その後４０歳代後半まで上昇するなど、全体としてＭ字カーブを示して

おり、多くの女性が、結婚、出産、育児等を契機に退職し、子育て等が一段落した段

階で、再び就業していることがうかがえます。 

また、女性雇用者の年齢階級別の雇用形態を見ると、パート・アルバイトの占める 
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割合が１５～３４歳では３０．１％であるのに対し、３５歳以上では４５．１％であ

り、Ｍ字型の右側の山ではパート・アルバイトの占める割合が大きくなっています。15 
 

   資料出所：総務省「平成 19・24 年就業構造基本調査」 

 

   女性雇用者数に占めるパート・アルバイトの割合 

区 分 １５～３４歳 ３５歳以上 全年齢 (男)全年齢 

山口県（H24） 

全 国（H24） 

３０．１％ 

３３．７％ 

４５．１％ 

４６．９％ 

４１．２％ 

４２．９％ 

１０．０％ 

１０．０％ 

山口県（H19） 

全 国（H19） 

３２．０％ 

３１．２％ 

４７．８％ 

４５．７％ 

４２．９％ 

４０．７％ 

 ７．８％ 

 ９．１％ 

資料出所：総務省「平成 19・24年就業構造基本調査」 

 

男女がともに働きながら安心して子どもを生み育てることができる雇用環境づく

りが求められており、特に、事業主による雇用環境の整備に向けた取組が重要です。 

急速な少子化の進行等を踏まえ、次世代を担う子どもたちが健やかに生まれ育つ環

境を作るために、平成１７年４月１日から平成２７年３月３１日までの１０年間をか

けて集中的かつ計画的に取り組む次世代育成支援対策推進法が平成１５年に制定さ

れました。 

この法律により、企業に対し、一般事業主行動計画16の策定・実施による一層の仕

事と家庭の両立支援等のための取組が求められています。 

                         
15 総務省「平成２４年就業構造基本調査」に基づき、労働政策課が算出。 
16
 一般事業主行動計画 平成 17年 4月に施行された「次世代育成支援対策推進法」に基づき、企業が、子育て

をしている労働者等の職業生活と家庭生活との両立を支援するための雇用環境の整備などの取組を行うために策

定する計画。現在、常時雇用する労働者が 101人以上の企業に策定が義務付けられ、その他の企業は努力義務と

なっている。 
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  資料出所：山口労働局 

 

【課題】 

働きたい女性が、仕事と子育てとの二者択一を迫られることなく働き続けることが

可能となれば、Ｍ字カーブ問題の解消、仕事に必要となる知識やキャリアの形成を図

ることができることから、女性の多様な働き方を支え、就業継続をしやすくする環境

を整えていくことが必要です。 

ワーク・ライフ・バランスの観点から、仕事と子育て等が両立できる環境づくり

や、子育て等によりブランクのある女性の再就職など、女性の就業に向けて、きめ

細かな支援が重要です。 

 

【施策の方向】 

「仕事と子育て等が両立できる雇用環境づくり」、「子育て女性等の再就職支援」な

ど、女性が意欲と能力に応じて、多様な就業機会に挑戦し、生き生きと働き続けるこ

とができる環境づくりを進めます。 
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(1) 仕事と子育て等が両立できる雇用環境づくり 

  男女がともに働きながら安心して子どもを生み育てることができる雇用環

境づくりを進めるため、労働局、ハローワーク等関係機関と連携しながら、

事業所の訪問、セミナーの開催、実態調査の実施、啓発資料の作成・配布等

により、男女雇用機会均等法17、育児・介護休業法18、パートタイム労働法19、

次世代育成支援対策推進法等の周知・啓発に努めます。 

  仕事と子育て等の両立しやすい環境づくりを進めるため、次世代育成支援対

策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定を促進する「計画策定支援アド

バイザー」を派遣します。 

また、「やまぐち子育て応援企業宣言制度」の推進や、子育て応援優良企業

の表彰による優れた取組を広く紹介します。 

  ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の実現に向けて取り組んで

いる企業を支援するため、仕事と育児、仕事と介護などの両立をテーマに各

種支援制度やその利用方法、また体験談や取組事例の紹介などを行う出前講

座を実施します。 

  企業等の一般事業主行動計画策定・届出の取組を促進するため、引き続き県

の建設工事や物品調達・業務委託・清掃業務委託の競争入札参加資格制度に

おいて、一般事業主行動計画策定・届出を審査項目として位置付けます。 

  政策課題である企業等の一般事業主行動計画の策定・届出、「やまぐち子育

て応援企業宣言制度」の届出、次世代育成支援対策推進法に基づく認定（く

るみん）の取組を促進するため、引き続き県の入札参加者指名制度において、

これらの策定、届出、認定（くるみん）を評価項目として位置付けます。 

  男女がともに働きながら仕事と育児の両立を図り、働きやすい環境を整備す

るため、地域における育児の相互援助組織であるファミリー・サポート・セ

ンターの普及促進を図ります。 

                         
17
 男女雇用機会均等法 「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」（昭和４７年法律第１１３号） 

18
 育児・介護休業法 「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第７６号） 

19
 パートタイム労働法 「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」（平成５年法律第７６号） 
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(2) 子育て女性等の再就職支援 

     

  一人一人の適性・能力等に応じた子育て女性等の再就職を支援するため、女

性からの就職に関する相談に対応する女性相談デーの設定など、専門家によ

るキャリアカウンセリングを実施します。 

 

  子育て等のため長期間職に就いていない女性や母子家庭の母等の再就職を

支援するため、託児付きの職業訓練の実施や離職者等再就職訓練の定員に母

子家庭の母等の専用枠を設定し受講の機会の拡大に努めます。 

 

  中小企業者等における子育て等で退職した女性や母子家庭の母等の雇用を

促進するため、雇用創出支援資金などの融資制度を通じた支援を行います。 

 

  母子家庭の母等の就業による自立を総合的に支援するため、母子家庭等就

業・自立支援センター20において、就業相談、就業情報の提供や、母子自立

支援プログラム策定等を実施します。 

 

  母子家庭の母等の就業をより効果的に促進するため、「自立支援教育訓練給

付金」や「高等技能訓練促進費」を支給することにより、就職に有利な資格

取得を容易にし、その就業を支援します。 

 

  子育て女性等の就業支援のため、国の各種支援制度（事業所内保育施設設

置・運営等支援助成金、キャリアアップ助成金、再就職準備セミナー等）や

子育て女性向けの企業情報など、企業や子育て女性等に対する情報提供の充

実に努めます。 

 

 

 

 

■ 数値目標 【現状値】 【目標値】 

Ⅰ-2 就業率（25～44歳女性） 68.2％(H22) 70.9％(H27) 

                         
20
 母子家庭等就業・自立支援センター 母子家庭の母等に対して、就業相談、就業支援講習会の実施、就業情報の提供等一貫

した就業支援サービスの提供を行う。県内では、山口県母子福祉センター（山口市）に併設されている。 
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３ 高年齢者に対する施策の推進 

【現状】 

○ 高齢者人口の推移 

山口県では、少子・高齢化の進行により本格的な高齢社会を迎えており、国勢調査

（総務省）によると、高齢者人口（６５歳以上人口）は平成１２年には３４万人でし

たが、平成２２年には４０万５千人となっており、年々増加しています。 

高齢化率（総人口に占める６５歳以上人口の割合）は、平成１２年に２２．２％で

あったものが平成２２年には２８．０％となっており、全国に比べ約１０年早く高齢

化が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来推計人口」 

 

また、国立社会保障・人口問題研究所によると、生産年齢人口（１５歳～６４歳）

は今後も年々減少する一方で、高齢者人口は平成３２年に４６．２万人とピークを

迎え、その後減少していくものの、３人に１人が高齢者となり高齢化率は伸び続け

ていくものと予測されています。 
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○ 高年齢者の就業状況 

企業における高年齢者の雇用については、高年齢者雇用安定法21により、雇用する

高年齢者22の６５歳までの安定した雇用を確保するため、平成１８年４月１日から、

高年齢者雇用確保措置（①定年の定めの廃止、②定年の引き上げ、③継続雇用制度の

導入のいずれかの措置を講ずること。）の導入が義務付けられています。 

山口県においては、平成２４年６月１日現在で雇用確保措置の導入済みの企業 

（３１人以上規模）の割合は９８．１％（そのうち継続雇用制度の導入が７８．７％）

となっていますが、希望者全員が６５歳以上まで働ける企業の割合は５２．６％、７

０歳まで働ける企業の割合は２１．５％となっています。23 

平成２５年４月１日からは、同法の改正により、継続雇用制度について労使協定に

より基準を定めて対象者を限定できる仕組みが廃止され、希望者全員の６５歳までの

雇用確保が義務付けられており、高年齢者の一層の雇用確保が期待されています。 

一方、「就業構造基本調査」（総務省）から、山口県の年齢階級別の有業率24を見る

と、概ね５５歳以上から徐々に低下しています。 

 

資料出所：総務省「平成 24年就業構造基本調査」 

 

 

                         
21
 高年齢者雇用安定法 「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」（昭和４６年法律第６８号）。 

22
 高年齢者 ５５歳以上の者（高年齢者雇用安定法上の定義）  

23
 山口労働局調べ 

24
 有業率 １５歳以上人口に占める有業者（ふだん収入を得ることを目的として仕事をしており、調査日以降も

していくことになっている者及び仕事は持っているが現在は休んでいる者）の割合 
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また、内閣府の調査によると、次表のように、就業希望者のうちパート・アルバイ

トとしての就業を希望する男性の割合は、６０歳を超えると高くなっており、フルタ

イム以外の多様な働き方が必要とされています。 

 

高年齢者が希望する就業形態（男性） 

年齢層別 １位 ２位 

55歳～59歳 正社員（５４．２％） パート・アルバイト（２４．２％） 

60歳～64歳 パート・アルバイト（５７．８％） 正社員（１７．８％） 

65歳～69歳 パート・アルバイト（５６．５％） その他（２２．０％） 

資料出所：内閣府「平成１８年版国民生活白書」(P121) 

 

○ 高年齢者の就業意欲 

我が国の高年齢者の就業意欲は非常に高く、６５歳以上まで働きたいと回答した人

が約９割、７０歳まで働きたいと回答した人は約７割となっており25、就業の場を確

保すれば、高年齢者の就労に結びつく可能性が高いと考えられます。 

 

【課題】 

働く意欲のある高年齢者が、長年培ってきた知識や経験を活かし、年齢にかかわり

なく働き続けることができる環境の整備が必要です。 

高年齢者について、肉体的、時間的負担の少ないフルタイム以外のパートやアルバ

イト、地域での多様な就業など、働き方を選択できる環境の整備が必要です。 

【施策の方向】 

「高年齢者雇用確保措置の導入促進」、「高年齢者の就業支援」、「シルバー人材セン

ター26への支援」などに取り組み、意欲と能力のある高年齢者の就業を促進します。 

 

(1) 高年齢者雇用確保措置の導入促進 

  高年齢者雇用安定法に基づく高年齢者雇用確保措置の導入を促進するため、
労働局、ハローワーク等関係機関と連携しながら、中小企業労働相談員の活
用等により、同制度の普及啓発に努めます。 

  高年齢者の雇用を促進するため、企業等の取組について国等の相談制度や助
成制度の周知に努めます。 

                         
25
 内閣府「高齢者の地域社会への参加に関する意識調査（2008）」 

26 シルバー人材センター 高年齢者の雇用就業対策の重要な柱の一つとして位置付けられている公益的・公共

的な団体。高年齢者にふさわしい仕事を家庭、企業、公共団体等から請け負い会員に提供する（一定規模以下の

任意団体は「ミニシルバー人材センター」と呼んでいる。）。 
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  政策課題である企業等の高年齢者雇用確保の取組を促進するため、引き続き

県の入札参加者指名制度において、高年齢者雇用確保措置の導入を評価項目

として位置付けます27。 

 

(2) 高年齢者の就業支援 

  一人一人の適性・能力等に応じた高年齢者の就業支援を進めるため、働く意

欲のある高年齢者に対し専門家によるキャリアカウンセリングを実施しま

す。 

  高年齢者の就業支援を進めるため、高年齢者の訓練ニーズに対応した職業訓

練の実施に努めます。 

  働く意欲のある高年齢者と高年齢者の雇用を予定する企業とのマッチング

を促進するため、山口労働局やハローワークと連携し、高年齢者を対象とし

た就職面接会等の実施に努めます。 

  中小企業者等における高年齢者雇用を促進するため、雇用創出支援資金など

の融資制度を通じた支援を行います。 

 

(3) シルバー人材センターへの支援 

  定年退職後などの働く意欲のある高年齢者に対し、地域社会に密着した臨時

的、短期的な多様な就業機会の確保や福祉の増進を図るため、山口県シルバ

ー人材センター連合会への支援を通じて、地域のシルバー人材センターの活

動の支援に努めます。 

＜山口県シルバー人材センター連合会の事業活動＞ 

・地域のシルバー人材センターに対する指導、助言 

・シルバー事業の全県的な普及啓発活動の実施 

・安全、適正就業の推進のための研修会の開催 

・新たな就業分野の開拓 等 

 

■ 数値目標 【現状値】 【目標値】 

Ⅰ-3 就業率（60～64歳男女） 57.5％(H22) 60.6％(H27) 

                         
27
 Ｈ23.10から高年齢者雇用確保措置の導入が政策入札制度の評価項目とされた。 
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４ 障害者に対する施策の推進 

 

【現状】 

○ 障害者雇用の達成状況 

県内の民間企業（県内に本社を有する常用労働者数５６人以上規模の企業）に雇

用されている障害者の平成２４年の実雇用率は、２．２８％と、法定雇用率28 

（１．８％〔当時〕）を大きく上回っています。 

また、平成２４年の法定雇用率達成企業の割合は、５６．４％と、前年に比べ 

３．６ポイント増加していますが、全体の約半数にとどまっています。 
 

［民間企業（５６人以上規模）における障害者数及び雇用率の推移(山口県)］ 

年  月 
企業数 
 （社）  

  

障害者数 
  （人） 

実雇用率 
  （％） 

全    国 
実雇用率 
   （％） 

うち法定雇用率 

達成企業の割合 

（％） 

平成２０年６月  691 54.8   2,880 2.22 1.59 

平成２１年６月  682 54.7   2,835 2.22 1.63 

平成２２年６月  676 55.2   2,993 2.28 1.68 

平成２３年６月  755 52.8 3,375.5 2.24 1.65 

平成２４年６月  746 56.4 3,426.5 2.28 1.69 
 
資料：山口労働局 
注１ 障害者数とは、身体障害者、知的障害者及び精神障害者の計である。 

なお、障害者数の算定方法は次のとおり。 

週所定労働時間 ３０時間以上 
２０時間以上 
３０時間未満 

※算定方法 
 ○＝１人として算定 
 ◎＝２人として算定 
 △＝０.５人として算定 
 

身体障害者 ○ △ 
       重度 ◎ ○ 
知的障害者 ○ △ 
 重度 ◎ ○ 
精神障害者 ○ △  

２ 平成２３年６月から実雇用率の計算方法が変更（短時間労働者〔週所定労働時間
２０時間以上３０時間未満〕の算入、除外率の引き下げ等）されているため、平
成２２年６月以前と平成２３年６月以降の数値を単純に比較することは適当では
ない。 

 

 

 

                         
28
 法定雇用率 民間企業、国、地方公共団体等は、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、それぞれ

一定の割合（法定雇用率）に相当する数以上の障害者を雇用しなければならないこととされている。一般の民間

企業（常用労働者数５０人以上の企業）の場合、法定雇用率は２．０％とされている。 
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○ 障害者の就業状況 

県内のハローワークを通じた障害者の就職件数は、企業の障害者雇用への理解の

進展、障害者の就労意欲の高まりなどにより、平成２４年度は過去最高の８４８件

に達しています。 

一方、県内のハローワークにおける障害者の登録状況では、就業者数は増加

傾向にありますが、平成２５年３月末において、就業を希望する者（８，６２８人）

のうち、実際に働いている者（４，９６８人）の割合は５７．６％と決して高い

水準ではありません。 

平成２５年４月１日から、民間企業の法定雇用率が１．８％から２．０％に引き

上げられ、障害者を雇用しなければならない企業の範囲も常用労働者数５６人以上

から５０人以上に拡大されました。 

また、平成２５年６月の障害者雇用促進法29の改正により、平成３０年４月１日

から精神障害者を民間企業等の雇用義務の対象に加えることになったところです。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：山口労働局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：山口労働局 

                         
29
 障害者雇用促進法 「障害者の雇用の促進等に関する法律」（昭和３５年法律第１２３号）。 

570
606

745
783

848

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

障害者の就職件数（山口県）(件)

け 

4,396 4,600 4,699 4,740 4,968

7,209
7,878 8,082 7,980

8,628

2,078 2,315 2,162 2,216 2,496

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

平成21年3月末 平成22年3月末 平成23年3月末 平成24年3月末 平成25年3月末

障害者の就業状況（山口県）

就業中の者 登録者数（就職希望者） 求職中の者

(人)

け 



 

- 32 - 

38 38 43

84
93

114

164

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

一般就労移行者数

○ 施設利用者の一般就労への移行状況 

  施設を利用している障害者の一般就労への移行者数は、平成１８年４月の障害者

自立支援法（当時）の施行による「就労移行支援」等のサービス創設以降増加して

おり、平成２４年度は１６４人にのぼっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

資料出所：山口県 

 

 

 

【課題】 

障害者雇用は着実に進展しているところですが、厳しい経済・雇用情勢の中、半

数近い企業が法定雇用率を達成していない状況にあります。 

障害者が地域社会の一員として自立して生活し、その生活の質の向上を図るため

には、障害者が障害の程度や特性、能力、適性、ニーズに応じて働くことができる

よう支援することが求められます。 

障害者雇用に対する企業の理解と協力を促進するとともに、障害者の多様な就業

機会を確保できるよう、きめ細かな支援を図ることが重要です。 

 

 

【施策の方向】 

障害者が、より多くの就業の場で活躍できるよう、「障害者雇用の普及啓発」、「障

害者の就業支援」、「福祉的就労のレベルアップと一般就労移行への支援」に取り組み

ます。 

 

 

 

(人) 
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(1) 障害者雇用の普及啓発 

  障害者雇用に対する企業の理解と協力を促進するため、労働局や関係機関と

連携して、企業に対し、障害者雇用に関する普及啓発を行うとともに、障害

者雇用義務制度や国等の支援制度の周知に努めます。 

  障害者雇用に対する企業や県民の理解と関心を深め、障害者雇用をさらに促

進するため、障害者の雇用に積極的に取り組んでいる企業等を「やまぐち障

害者雇用推進企業」として認定し、その取組内容を県ホームページなどで広

く紹介します。 

また、障害者を積極的に多数雇用した事業所や、障害を克服し、職業自立に 

ついて成果の著しい障害者に対する知事表彰を行います。 

 

(2) 障害者の就業支援 

  効果的・一体的な就業支援を図るため、ハローワークや、障害者の就業支援

の拠点である地域障害者職業センター30、身近な地域において障害者の就業

面及び生活面の一体的な支援を行う障害者就業･生活支援センター31など、

国等の機関や県の保健福祉・労働・教育部門、福祉施設等民間団体のネット

ワークによる支援に努めます。 

  特別支援学校32の生徒の自立と社会参加を推進するため、インターンシップ

（現場実習）を充実させるとともに、特別支援学校に就職支援コーディネー

ターを配置し、新規の現場実習先の開拓や求人確保、障害者雇用についての

企業の理解の促進を図ります。 

また、特別支援学校の管理職や進路指導担当者などの企業訪問の促進による 

求人開拓や職場定着の支援、さらには、特別支援学校や企業、職業安定機関 

が求人内容や企業活動等について情報交換を行う協議会を開催します。 

                         
30
 地域障害者職業センター 地域における中核的な職業リハビリテーション機関として、ハローワーク等の関係機関との連携

の下、障害者に対して職業評価、職業指導、職場適応援助等の支援を行うとともに、事業主に対する雇用管理に関する専門的

な助言・援助や、関係機関に対する職業リハビリテーションについての助言・援助等を行う機関。障害者職業カウンセラーが

配置され、各都道府県に設置されている。（県内では防府市に設置） 

※職業リハビリテーション 障害者に対して職業指導、職業訓練、職業紹介等を実施し、その職業生活における自立を図るこ

とをいう。 
31
 障害者就業・生活支援センター 就業及び就業に伴う日常生活又は社会生活上の支援を必要とする障害者に対し、身近な地

域で、就職に向けた相談支援や日常生活の自己管理に関する助言など、就業面及び生活面の一体的な支援を行う機関。県内で

は、６箇所に設置されている。 
32
 特別支援学校 視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者（身体虚弱者を含む。）に対して、幼稚園、

小・中学校又は、高等学校に準ずる教育を施すとともに、障害による学習上又は生活上の困難を克服し自立を図るために必要

な知識技能を授けることを目的とする。（学校教育法第 72条） 
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  障害者の就職の機会を提供するため、ハローワーク等と連携し、障害者と  

企業の出会いの場となる障害者就職面接会を実施します。 

  障害者の職業能力開発を進めるため、高等産業技術学校による障害者の態様

に応じた多様な委託訓練や、精神障害者や知的障害者に対する介護職員初任

者研修を実施します。                         

また、障害者職業訓練コーディネーター、障害者職業訓練コーチを配置し、

訓練全般のコーディネートや訓練受講者に対する支援を行います。 

  障害者の職場適応を容易にするため、企業での実地訓練を行う職場適応訓練

を実施します。 

  中小企業者等における障害者雇用を促進するため、雇用創出支援資金などの

融資制度を通じた支援を行います。                                      

  物品調達に関する障害者雇用企業の優先的な取扱いや、障害者雇用企業の公

共事業入札参加資格への配慮を行います。 

  政策課題である企業等の障害者雇用の取組を促進するため、引き続き、県の

入札参加者指名制度において、「身体障害者、知的障害者又は精神障害者の

雇用」や「やまぐち障害者雇用推進企業の認定」を評価項目として位置付け

ます。 

 

(3) 福祉的就労のレベルアップと一般就労移行への支援 

  障害者の福祉的就労のレベルアップを図るため、平成 24 年 7 月に策定した

「山口県工賃向上計画」33に基づき、事業所の工賃水準の向上に向けた取組

を支援します。 

  障害者の一般就労への移行を円滑に進めるため、労働・福祉等の関係機関と

の緊密な連携を図るとともに、就労移行支援事業所連絡会議を設置し、事業

所の一般就労への支援力向上を図ります。 

 

■ 数値目標 【現状値】 【目標値】 

Ⅰ-4 民間企業における障害者雇用率 2.28％(H24) 
現在の水準を 

維持(H28) 

 

                         
33
 山口県工賃向上計画 就労継続支援Ｂ型事業所等で働く障害者の工賃水準の向上に向け、県全体の目標工賃を設定するとと

もに、目標工賃達成に向けた基本的方向や工賃引き上げのための具体的方策などを定めた県計画。平成２４年度から平成２６

年度までの３年間を計画期間とする。 
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５ ＵＪＩターン就職の促進 

 

【現状】 

山口県の人口は減少が続いており、今後の地域活力の低下が懸念されるなど、人口

減少抑制策が重要な課題となる中で、大学・短大進学者等の若年層の県外流出や、技

能・経験を有する高年齢者の引退等により、県内企業の技能・技術職を中心とした人

財不足が危惧されています。 

一方で、山口県への移住を希望される方からの相談は、近年増加傾向にあります。 

 

◇ 高卒者の県外流出等の状況 <Ｈ２４年３月>            （単位：人） 
区    分 総  数 うち県内へ うち県外へ 

県内高卒者の大学・短大  
入学者数 <既卒者を含む> 

５，７５７ １，５９０(27.6%) ４，１６７(72.4%) 

県内高卒者の就職者数 ３，３７８ ２，８０３(83.0%) ５７５(17.0%) 
(小計) ９，１３５ ４，３９３(48.1%) ①４，７４２(51.9%) 

県外高卒者の県内進学・就職  進学 ２，９２１＋ 就職３０３ ＝ ②３，２２４ 
人口流出数          ①(県外流出数)－②(県内流入数) ＝１，５１８人 

 資料出所 文部科学省「学校基本調査報告書」      

 

◇ＵＪＩターン相談受付の状況                   （単位：件） 

年 度 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

県 １５１ １５９ １７０ １５３ １５９ 

市 町 ６１６ ７５６ ６５８ ８１２ １，２５２ 

合 計 ７６７ ９１５ ８２８ ９６５ １，４１１ 

 

◇ＵＪＩターン就職決定者数（山口県若者就職支援センター）     （単位：人） 

年 度 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

就職決定者 ６７ ３２ ３９ ４２ ４１ 

 

【課題】 

人口減少を抑制、地域経済を活性化し、地域活力を維持・創出するため、都市圏を

はじめとする、県外在住の方々の本県へのＵＪＩターン（移住）に取り組む必要があ

ります。 
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【施策の方向】 

「ＵＪＩターン就職の支援」などに取り組み、県外在住の離職者を含め、県内への

就職を希望される方の就職を支援し、本県の人口定住と産業人財の確保を促進します。 

 

(1) ＵＪＩターン就職の支援 

  県内就職希望者の相談対応、情報提供や職業紹介業務を行うため、やまぐち

定住支援センターや東京、大阪のＵＪＩターン相談コーナーにアドバイザー

を設置します。 

  幅広い世代のＵＪＩターン就業の希望に応えるため、やまぐち定住支援セン

ターを中心に市町や庁内関係部局と連携し、きめ細かな支援を行います。 

  県内企業と県外在住者とのマッチング機会の提供・支援を行うため、県内外

でＵターン就職説明会及びガイダンスを開催します。 

  県内就職の促進のため、県外に進学した大学生等を対象とした、県内の地域

に密着した企業におけるインターンシップの総合的な推進や、県外の大学等

に対する県内企業の情報提供を行います。 

  ＵＪＩターンに関する各種施策や説明会の開催等を周知・広報するため、 

ホームページ等の各種媒体を活用し、高校卒業時から、わかりやすく効果的

な情報発信に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 数値目標 【現状値】 【目標値】 

Ⅰ-5 ＵＪＩターン就職決定者数 
154人 

(H21～24) 

増加させる 

(H25～28) 
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６ 離職者対策等の推進 

 

【現状】 

平成２０年秋以降のアメリカの金融危機に端を発した急激な景気後退により、平成

２１年度の有効求人倍率は、全国では０．４５、山口県では０．５５と急速に低下し

ました。その後景気の持ち直しにより、平成２４年度には、全国で０．８２、山口県

では０．８７まで回復していますが、本県内では、平成２３年１２月以降の半導体関

連企業の相次ぐ事業撤退等により、多くの方が離職を余儀なくされる厳しい状況とな

り、雇用に対する不安も高まりました。 

 

【課題】 

離職者等の早期の再就職を支援するため、就業機会の創出などの対策を推進する必

要があります。また、労働力調査（総務省）によると、失業者が仕事につけない理由

としては、「希望する種類・内容の仕事がない」が最も高い割合を占めており、仕事

内容に対する選考によるミスマッチが生じています。 

 

【施策の方向】 

国・市町・関係団体と緊密な連携を図り、「離職者等の早期再就職支援」、「離職者

等の就業機会の創出」、「生活安定対策」などの雇用対策に積極的に取り組みます。 

また、大規模事業撤退等が発生した場合には、国・市町・関係団体等との緊密な連

携の下、当該地域における離職者の早期再就職支援に重点的に取り組みます。 

         

(1) 離職者等の早期再就職支援 

  離職者等の早期再就職を支援するため、若者就職支援センターを中心に、関

係機関と連携し、きめ細かな相談から職業紹介までのワンストップサービス

体制での様々な支援を行います。 

  求職者一人一人の状況に応じてきめ細かく就職を支援するため、若者就職支

援センター等において、求職者が自分の適性や能力を的確に把握するための

手助け、雇用実現の可能性の高い業種・職種の紹介、求職方法、能力開発方

法などについての助言を行うキャリアカウンセリングを実施します。 
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  求職者の効果的な就職活動を支援するため、求人・求職情報、企業情報など、

就職活動に役立つ情報のホームページ「ＹＹジョブナビ」や山口県の景気・

雇用関連事業をわかりやすく紹介した冊子「サポートします。」の内容を充

実させ、情報提供に努めます。 

  求職者と多数の企業が一堂に会することにより、互いに多種多様な企業・求

職者情報を把握した上でのマッチングが可能となるよう、労働局やハローワ

ーク、経済団体等と連携し、新規学卒者や若年離職者、フリーター等と求人

企業の出会いの場となる企業合同就職説明会を開催します。 

  企業の採用支援により離職者の早期再就職を図るため、中小企業を対象とし

たカウンセリングやセミナーを行います。 

  離職者の早期再就職を支援するため、幅広い分野において求められる情報通

信や、高齢化の進行により需要が高くなっている介護を始め、医療、子育て、

観光、環境等の成長が見込まれる分野における職業訓練について、民間教育

訓練機関等を活用し、積極的に進めます。 

  中小企業者等における離職者雇用を促進するため、離職者緊急雇用対策資金

などの融資制度を通じた支援を行います。 

 

(2) 生活安定対策 

  離職者の生活の安定を図るため、離職者緊急対策資金の貸付制度を通じた支

援を行います。 

  離職を余儀なくされた方などの生活の安心が確保されるよう、離職者等に対

し、生活福祉資金の貸付制度や、住宅支援給付の支給制度などを通じた支援

を行います。 

 

(3) 大規模事業撤退等に伴う離職者への対応 

  情報の共有化を図るとともに取組を協議するため、県庁内に景気・雇用対策

本部「対策検討チーム」を設置し、関係課と緊密な連携の下、離職者の早期

再就職支援に取り組みます。 

  情報の共有化を図るとともに取組を協議するため、山口労働局や関係市町等

で構成する「雇用対策連携会議」を設置し、関係機関と緊密な連携の下、離

職者の早期再就職支援に取り組みます。 
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  離職者の早期再就職を支援するため、山口労働局や関係市町と連携し、当該

企業の離職者を対象とした「再就職支援セミナー」を開催し、地域の雇用情

勢の説明や早期再就職への意識喚起、若者就職支援センター等での支援内容

を周知します。 

  情報提供や個別相談を実施するため、企業の要望等に応じ、企業にキャリア

カウンセラーを派遣し、離職者の状況に応じたきめ細かな支援を行います。 

  マッチングの強化を図るため、離職者を対象に、企業との出会いの場である

就職説明会を開催します。また、企業の個別訪問により求人情報を収集する

など、離職者と企業双方に対する一体的な支援に取り組みます。 

  離職者の早期再就職を支援するため、民間教育訓練機関等を活用した委託訓

練について、訓練コースの追加設定や募集定員の拡大に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 数値目標 【現状値】 【目標値】 

Ⅰ-6 就職決定者の支援期間が６か月以上 

の割合 
51.9％(H24) 減少させる(H28) 
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７ 雇用の場の拡大 

 

【現状】 

平成２０年秋以降、世界的な金融危機の影響を受けて、我が国の景気・雇用情勢は

急激に悪化し、本県でも、企業の生産活動の低下に伴って、本県の有効求人数は、急

速に低下しました。その後、県内景気も持ち直しつつありますが、依然として求人数

が求職者数を下回る状況が続いています。 
 

 
資料出所：山口労働局 

 

【課題】 

有効求人倍率が１倍を下回るとともに、大規模事業撤退等の影響により、厳しい就

職環境が続いているため、引き続き雇用の場の拡大を図ることが必要です。 

 

【施策の方向】 

市町や関係機関と連携・協力しながら、「戦略産業の集積・推進」、「新規立地・拡

大投資の促進」、「産業を支える中小企業力の向上」、「地域雇用の創造」などに取り組

み、雇用の場の拡大を図ります。 

有効求人数及び有効求職者数（山口県） 
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(1) 戦略産業の集積・推進 

  本県産業の“競争力”を高めるため、今後成長が期待できる医療関連産業や

環境・エネルギー産業の育成・集積を進めるとともに、本県の重要な資源で

ある水素の利活用を促進することにより、本県の立地環境や強みを活かした

戦略産業の集積・推進を図ります。 

 

(2) 新規立地・拡大投資の促進 

  本県産業の“活力”を拡大するため、医療関連産業や環境・エネルギー産業

といった、今後成長が期待できる戦略分野等における重点的な企業誘致活動

をはじめ、県外からの優良企業の誘致及び県内企業の投資誘致の両面から、

実効性の高い新規立地・拡大投資の促進を図ります。 

 

(3) 産業を支える中小企業力の向上 

  本県産業を支える中小企業の“底力”が発揮できるよう、関係支援機関との

連携の下、創業・成長支援の強化や、産学公連携などによるものづくり力の

高度化を進めるとともに、金融支援や経営基盤の安定に向けた支援の充実を

図ることにより、中小企業力の向上を促進します。 

 

(4) 地域雇用の創造 

  雇用機会の少ない地域の雇用創造を進めるため、地域雇用開発計画の策定に

基づく雇用開発促進地域34に対する助成や、地域ぐるみで雇用創造に取り組

む自発雇用創造地域35での地域雇用創造推進事業の実施などの国の施策を

活用した地域における雇用開発を支援します。 

  県内の産業集積と研究開発の蓄積を活かした企業の事業拡大を支援し、地域

の産業振興と雇用の安定的創出・拡大を推進します。 

 

 

                         
34
 雇用開発促進地域 地域雇用開発促進法（昭和 62年法律第 23号）に定める、雇用情勢が特に厳しい地域を対象に、県が地

域雇用開発計画を策定し、厚生労働大臣の同意を得たもの。地域内企業は国の助成制度を活用可能。 
35
 自発雇用創造地域 市町が地域雇用創造計画を作成し、厚生労働大臣の同意を得た地域。地域雇用開発促進法（昭和 62年法

律第 23号）の平成 19年改正により地域類型が再編されている。 
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  労働時間の短縮、職場環境の改善等の雇用管理の改善を図る事業協同組合等

に対し、中小企業労働力確保法36に基づき、国と連携して、中小企業労働環

境向上助成金の支給等の各種の支援を行い、中小企業における労働力の確保

及び従業員の職場定着を促進します。 

  介護福祉機器の導入等により介護労働者の身体的負担を軽減するなど雇用

管理の改善に取り組む事業主に対し、国の支援策の周知を図るなど介護関係

業務に係る労働力の確保に努めます。 

  民間への委託を積極的に推進するため、県が行っている業務や事業について、

「外部委託推進ガイドライン」に基づき、「民間でできることはできる限り

民間にゆだねる」ことを基本に、事務事業の点検を行います。 

 

(5) 福祉・介護分野、農林水産分野への就業機会の拡大 

  若者就職支援センターや福祉・農業・林業・水産業関係の各就業支援機関に

よる情報の共有化や相互連携を強化します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 数値目標 【現状値】 【目標値】 

Ⅰ-7 新規雇用創出 － 
2万人以上 

(H25～28) 

 

                         
36
 中小企業労働力確保法 中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善に関する法律

（平成 3年法律第 57号）。 
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一人一人の職業能力を開発するため、キャリア教育の推進、職

業能力開発の推進、技能・技術の円滑な継承と技能の振興を進め、

本県産業を支える人財の育成を図ります。 

 
 
 

１ キャリア教育の推進 

 

【現状】 

近年、パートやアルバイトといった不安定就労を繰り返すフリーターや、職に就か

ないニートといった若者が数多く存在しています。 

志をもち、主体的に自らの未来を切り拓く子どもたちを育成するためには、キャリ

ア教育37を通して、子どもたちの社会的自立に向けた基礎的・汎用的能力を育成する

などの支援を積極的に行う必要があります。 

また、本県においては、キャリア教育を教育活動の展開に当たっての３つの基軸の

一つとして位置付け、キャリア教育のねらいを「夢や目標をもち、一人の社会人とし

て自立できるよう、自分にふさわしい生き方を実現しようとする意欲や態度、能力の

育成」とし、小・中・高等学校等の積み上げによる系統的・計画的なキャリア教育の

推進や、学校と家庭、地域、産業界等との連携の強化等に取り組んできたところです。 

これらの取組により、将来の夢や目標、自己肯定感をもっている子どもの割合が全

国と比べて高い状況であるとともに、高校生における早期の進路決定が図られている

などの成果が見受けられます。 

 

                         
37 キャリア教育 一人一人の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育てることを通して、キャリア発達を

促す教育。 

Ⅱ 産業人財の育成 
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【課題】 

今後、本県のキャリア教育をいっそう充実させていくためには、社会的自立に向け

て必要な基盤となる基礎的・汎用的能力を育成するとともに、夢の実現に向け、志を

抱かせる教育の推進を図ることが大切となります。 

また、コミュニケーション能力や社会人マナー等社会人として必要な基礎的能力等

を身につけることにより、将来、自己の責任で職業を選択・決定し、社会人、職業人

として自立できるようにすることが必要です。 

 

【施策の方向】 

行政機関、教育機関、企業、地域等が連携し、「小・中・高を通じた系統的・計画

的な取組の推進」、「体験活動の充実」、「学校と家庭、地域、産業界等との連携」、「も

のづくりを通じたキャリア教育の推進」などに取り組み、児童、生徒、学生等の発達

の視点を踏まえ、基礎的・汎用的能力を育てるためのキャリア教育を推進します。 

 

(1) 小・中・高を通じた系統的・計画的な取組の推進 

  将来の本県産業を担う産業人財の育成を図るため、小・中学校段階では、山

口マイスター38によるものづくり教室の開催など、ものづくりへの興味・関

心を喚起し、高校段階では、地域や地元企業と連携した農業実習や商品開発、

地域イベントへの参加等、地域産業界のニーズ等を踏まえた実践的なカリキ

ュラムの導入を促進するなど、小・中・高の系統的な支援に取り組みます。 

  山口県独自のキャリア教育を推進するために、特色ある取組の紹介等により

各学校の取組を支援します。 

  中学校においては、学習意欲の向上と進路意識の醸成を図るためのキャリア

ガイドブック「夢サポート」を作成・配付します。 

  「県市町キャリア教育連携・推進会議」を開催し、県教育委員会と市町教育

委員会との連携を強化して、小・中学校におけるキャリア教育の充実を図り

ます。 

 

 

 

                         
38
 山口マイスター 技能者の地位及び技能水準の向上を図るため、ものづくりの分野において優れた技能を有し次世代技能者

の育成に意欲がある者を「山口マイスター」として知事が認定するもの。 
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(2) 体験活動の充実 

  小・中・高等学校等においては、職場見学、職場体験、インターンシップ等

の体験活動の充実や、社会人講師等による講話等の実施に努めます。 

 

(3) 学校と家庭、地域、産業界等との連携 

   「キャリア教育推進会議」、「キャリア教育実践セミナー」の開催等により、

学校、家庭、地域、産業界、関係団体、行政機関との連携強化を図りながら、

キャリア教育の充実に努めます。 

  大学生等の職業観や勤労観を育てるため、山口県インターンシップ推進協議

会と連携し、県内学生や県外学生のインターンシップを支援します。 

  大学においては、キャリア観形成のための単位制の授業の開催等を支援しま

す。 

 

(4) ものづくりを通じたキャリア教育の推進 

  小学生の段階から技能やものづくりの魅力に触れる機会をつくり、技能への

理解や関心を高めるため、「ものづくりフェスタ」や「ものづくり教室」を

開催します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 数値目標 【現状値】 【目標値】 

Ⅱ-1 体験的なキャリア教育の 

実施公立学校割合 

 

インターンシップ体験大学生等数 

小学校 100％(H24) 

中学校 100％(〃 ) 

高 校 90.7％(〃 ) 

大学等 641人(〃 ) 

 100％    (H29) 

  100％    (〃 ) 

  100％    (〃 ) 

増加させる(H28) 
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２ 職業能力開発の推進 

 

【現状】 

山口県の職業能力開発は、県が周南市及び下関市に設置している高等産業技術学校

と、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が設置している山口職業能力開発

促進センター（ポリテクセンター山口）において、主にものづくり系の訓練として離

職者訓練や学卒者訓練を実施しているところです。 

また、施設を開放して行う在職者訓練や民間教育訓練機関等を活用した委託訓練を

実施しているところです。 

平成２３年１０月からは、国による求職者支援制度が始まり、雇用保険を受給でき

ない求職者等の職業訓練によるスキルアップを促進する仕組みが導入されたところ

です。 

一方、雇用情勢は、非正規雇用の増加や、山口県では平成２３年１２月以降の半導

体関連企業の相次ぐ事業撤退等により、多くの方が離職を余儀なくされる厳しい状況

となり雇用に対する不安も高まっています。 
 

【課題】 

国際競争の激化や産業構造の変化が進む中、これまで本県の経済や県民生活を支え

てきたものづくり産業や介護等の今後成長が見込まれる分野における人財育成を進

めていくため、産業界のニーズに応じた人財育成に取り組んでいく必要があります。 

また、企業が自ら労働者の能力開発を行うことは、企業が求める人財の育成につな

がるものとして重要であることから、企業における人財育成を支援する必要があると

ともに、働き方の多様化等が進む中、労働者個人が主体的に職業生活設計を行い、そ

の下で、職業選択や職業訓練の受講等の能力開発を適切に行うことができるよう、労

働者の自発的なキャリア形成への支援が求められています。 

一方、雇用情勢の悪化により離職を余儀なくされた者や増加している非正規労働者

等の職業能力形成機会の確保が求められており、雇用のセーフティネット39としての

能力開発の強化に取り組んでいくとともに、キャリア・コンサルティング40を通じた

早期再就職支援に取り組む必要があります。 

また、労働力人口が減少する中で、誰もが意欲と能力に応じて働くことができる「全

員参加型社会」の構築が求められていることから、特別な支援を必要とする者の職業

                         
39 セーフティネット [safety net] 安全網としての救済制度。「雇用のセーフティネット」とは、失業者に対して、円滑な

再就職へ向けての機会を提供する仕組みのこと。 
40
 キャリア・コンサルティング 個人が、その適性や職業経験等に応じて自ら職業生活設計を行い、これに即した職業選択や

職業訓練等の職業能力開発を効果的に行うことができるよう個別の希望に応じて実施される相談その他の支援のこと。 
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能力開発を進めることが求められています。 

職業能力開発に対するニーズが高まっている中、厳しい財政状況の中で職業訓練を

実施するにあたっては、より効率的で効果的な実施が求められています。 

【施策の方向】 

「産業界のニーズに応じた人財育成」、「企業における人財育成への支援」、「労働者

の自発的なキャリア形成への支援」、「雇用失業情勢に応じた職業能力開発の促進」、

「キャリア・コンサルティングによる早期再就職支援」、「特別な支援を必要とする者

に対する職業能力開発の推進」、「職業訓練の効果的・効率的実施」に取り組み、職業

能力開発の充実を図り、本県産業の持続的発展を目指します。 

 

(1) 産業界のニーズに応じた人財育成 

  求職者の職業能力開発を促進するため、地域産業の人財ニーズに対応した、

基礎的な技能・技術を習得させる職業訓練の充実を図ります。 

  地域の産業動向を踏まえて、企業ニーズに即した人財を育成するため、高等

産業技術学校の訓練科や訓練内容について、運営協議会等の外部意見を反映

した見直しやＰＤＣＡサイクルによる見直しを進めます。 

  企業ニーズに即した人財育成を進めるため、高等産業技術学校を産業人財育

成拠点として位置付け、訓練指導員の質の向上を進めるとともに、施設・設

備の整備・充実に努めます。 

  人財ニーズの高度化や多様化に対応するため、幅広い分野において求められ

る情報通信や、高齢化の進行により需要が高くなっている介護を始め、医療、

子育て、観光、環境等の成長が見込まれる分野における職業訓練について、

民間教育訓練機関等を活用し、積極的に進めます。 

  企業の事業拡大支援等により創出される雇用の機会に機動的に対応するた

め、汎用的な基礎知識・技術の習得を目指した研修会の開催を通じ、求職者

の基礎的な能力開発を実施するとともに、採用後のＯＪＴ研修による専門的

な技術の習得を支援することで、個別企業のニーズに対応した能力開発を進

めます。 

  将来の本県産業を担う高校生の資質向上を図るため、地域や地元企業と連携

した農業実習や商品開発、地域イベントへの参加等、地域産業界のニーズ等

を踏まえた実践的なカリキュラムの導入を促進するとともに、教員の指導力

の向上、高校生の資格取得の支援などに取り組みます。 
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  独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が設置・運営する山口職業訓

練支援センターとの連携を強め、産業を担う質の高い人財の育成に努めます。 

 

(2) 企業における人財育成への支援 

  自ら教育訓練を行うことが困難な中小企業等の人財育成を支援するため、企

業ニーズに即したオーダーメイド型在職者訓練41の充実や施設・設備の開放

に努めます。 

  企業の現場を担う中核となる人財を育成確保するため、企業が単独又は共同

で実施する認定職業訓練制度42の普及を図ります。 

  熟練技能者の優れた技能・技術を継承できる人財を確保するため、企業の

中堅技能者の技能向上の取組を支援します。 

  グローバル化に対応する人財育成など、企業における従業員の職業能力開発

に必要な環境整備を促進するため、国の各種助成金制度や相談制度の周知を

図り、利用促進に努めます。 

 

(3) 労働者の自発的なキャリア形成への支援 

  グローバル化への対応など、労働者の自発的な職業キャリア形成を図るため、

国の相談制度、教育訓練給付制度43等の周知に努め、その活用を促進します。 

 

(4) 雇用失業情勢に応じた職業能力開発の促進 

  求職者に対し企業ニーズに応じた資格の取得や職業能力開発を促進するた

め、高等産業技術学校における職業訓練の充実や、職業能力開発促進センタ

ー等の能力開発プログラムの情報提供に努めます。 

 

 

                         
41 オーダーメイド型在職者訓練 中小企業の団体や組合等のニーズに応じて、企業在籍者に対して行う高度・専門的な職業訓

練。 
42
 認定職業訓練制度 事業主等の行う職業訓練のうち、一定の基準に適合するものについて、職業能力開発促進法に基づき、

知事の認定を受けることができる制度。 
43
 教育訓練給付制度 働く人の主体的な能力開発の取組みを支援し、雇用の安定と再就職の促進を図ることを目的とする雇用

保険の給付制度。一定の条件を満たす雇用保険の一般被保険者（在職者）又は一般被保険者であった方（離職者）が、厚生労働

大臣の指定する教育訓練を受講し修了した場合、本人が教育訓練施設に支払った教育訓練経費の一定割合に相当する額（上限あ

り）をハローワーク（公共職業安定所）から支給するもの。 
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  雇用失業情勢や労働力需給の変化に的確に対応するため、リストラ等による

離職者に対して、雇用のセーフティネットとして、高等産業技術学校等の公

共職業訓練とハローワークが行う職業相談や職業紹介と連携し、機動的な再

就職支援を実施します。 

  就業経験がない求職者、非正規就業を繰り返しており雇用保険に加入してい

なかった、又は加入していても給付の受給資格を得るに至らなかった求職者

や、雇用保険の受給期間が終了した後も就職していない求職者等の職業能力

開発を促進するため、職業訓練による支援や第２のセーフティネットとして

創設された「求職者支援制度」について周知に努めます。 

 

(5) キャリア・コンサルティングによる早期再就職の支援 

  訓練受講者の早期かつ円滑な再就職を支援するため、訓練受講前、受講中、

受講後の各段階におけるキャリア・コンサルティングの実施を推進します。 

  公共職業訓練において、ジョブ・カード制度44を活用し、訓練受講者に対す

る就職支援の充実を図ります。 

 

(6) 特別な支援を必要とする者に対する職業能力開発の推進 

  長期失業者の職業能力開発を促進するため、職業訓練による支援や求職者支

援訓練について周知に努めます。 

  若者の職業能力を高め、安定した雇用に結びつけるため、高等産業技術学校

における「デュアルシステム」訓練や若者就職支援センターと連携した「企

業魅力体験プログラム」の実施など、就労体験を組み込んだ実践的な職業訓

練に取り組みます。 

  学卒未就職者の職業能力開発を促進するため、職業訓練による支援や求職者

支援訓練（特に基礎コース）について周知に努めます。 

  子育て女性等の職業能力開発を促進するため、託児付きの職業訓練の実施や

離職者等再就職訓練の定員に母子家庭の母等の専用枠を設定します。 

 

 

                         
44 ジョブ・カード制度 「職業能力形成プログラム」や「実践型教育プログラム」により、企業現場・教育機関等で実践的な

職業訓練等を受け、修了証を得て、就職活動などに活用すること等を目的とする制度。 
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  母子家庭の母等の就業をより効果的に促進するため、「自立支援教育訓練給

付金」や「高等技能訓練促進費」を支給することにより、就職に有利な資格

取得を容易にし、その就業を支援します。 

  障害者の職業能力開発を進めるため、高等産業技術学校による障害者の態様

に応じた多様な委託訓練や、精神障害者や知的障害者に対する介護職員初任

者研修を実施します。 

また、障害者職業訓練コーディネーター、障害者職業訓練コーチを配置し、

訓練全般のコーディネートや訓練受講者に対する支援を行います。 

  高年齢者の就業支援を進めるため、高年齢者の訓練ニーズに対応した職業訓

練の実施に努めます。 

 

(7) 職業訓練の効果的・効率的実施 

  必要とされる職業訓練の質と量を確保するため、地域訓練協議会45において、

県内で実施される公共職業訓練及び求職者支援訓練における計画について

調整を行い、職業訓練の効果的・効率的実施を図ります。 

  職業訓練の受講希望者が自らに適した職業訓練を選択することができるよ

う、ハローワーク等の相談窓口や県ホームページ等での職業訓練に係る情報

提供の充実を図ります。 

  民間教育訓練機関等の職業訓練の品質確保を図るため、国の『民間職業訓練

機関における職業訓練サービスガイドライン』の周知に努めます。 

  職業訓練受講機会の確保や訓練実施体制の強化を図るため、民間教育訓練機

関等に委託して実施する職業訓練を積極的に実施します。また、民間教育訓

練機関等の活用の際には、就職実績を反映した委託費の支給等を通じ、就職

率の向上を図ります。 

 

 

■ 数値目標 【現状値】 【目標値】 

Ⅱ-2 公共職業訓練受講生の就職率 93.8％(H24) 
現在の水準を 

維持(H28) 

                         
45
 地域訓練協議会 地域における求職者支援訓練及び公共職業訓練について、地域の関係者が実施分野や規模を検討する場と

して、都道府県ごとに労働局が設置。有識者、労使団体、教育・教育訓練機関及び行政機関で構成。 
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３ 技能・技術の円滑な継承と技能の振興 

 

【現状】 

山口県のものづくりを中心とする産業は、様々な現場における実践的な経験に裏打

ちされた技能・技術、問題解決能力や管理能力等、いわゆる「現場力」に支えられて

きたところです。 

こうした「現場力」を支えてきた熟練技能者については、団塊の世代が大量に退職

することにより技能・技術の継承が問題となった、いわゆる「２００７年問題」への

対応と相まって、雇用延長や再雇用により、これらの持つ技能・技術が活用されてい

るところです。 

また、近年、経済のグローバル化の進展などにより、国内・海外企業との価格競争

が激化するとともに、製品に求められる品質・精度が高まるなど、企業を取り巻く事

業環境の変化や、少子・高齢化の進展や産業構造の変化などにより、労働力人口の減

少や若者のものづくり離れが見られるなど、ものづくりを支える人財の確保・育成が

求められています。 

 

【課題】 

 これまで雇用延長や再雇用により、ものづくり現場を支えてきた熟練技能者が６５

歳を過ぎて順次引退していくこととなるため、これらの持つ卓越した技能・技術を円

滑に継承して、現場を支える人財の育成を進める必要があります。 

また、熟練技能者の順次引退による技能・技術の継承が危ぶまれる一方で、若者の

ものづくり離れが進み、技能の重要性への理解や関心の低下が危惧される状況が見ら

れることから、技能尊重気運の醸成を進めるとともに、高品質・高精度の製品を製造

していくため、ものづくり産業を支える人財の確保・育成が求められ、とりわけ、も

のづくり現場における中核人財の育成が急務となっており、技能の向上などに取り組

む必要があります。 

【施策の方向】 

関係機関と連携し、「技能・技術の継承のための環境整備」に取り組み、技能・技

術の円滑な継承を促進するとともに、次代を担う子ども達や若者が、技能に理解や関

心を深めるとともに、技能の現場に対する興味を高め、自ら進んで技能の習得に向か

うよう、「技能尊重気運の醸成」、「技能の向上」、「技能の適正な評価の推進」に取り

組み、技能の振興を図ります。 
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(1) 技能・技術の継承のための環境整備 

  次代を担う若年技能者の育成を支援するため、「山口マイスター」や「もの

づくりマイスター46」等を活用した専門高校や企業での実技指導を実施しま

す。 

  熟練技能者の優れた技能・技術を継承できる人財を確保するため、山口県職

業能力開発協会を通じて、企業の中堅技能者の技能向上の取組を支援します。 

  多彩な技能・技術を有する人財と県内企業を、インターネットを活用して結

びつけるため、「ＹＹジョブナビ」の普及、充実に努めます。 

  技能・技術の円滑な継承を進めるため、相談窓口や国の助成金などの周知に

努めます。 

 

(2) 技能尊重気運の醸成 

  小学生の段階から技能やものづくりの魅力に触れる機会をつくり、技能への

理解や関心を高めるため、「ものづくりフェスタ」や「ものづくり教室」を

開催します。 

  若年技能者の育成・確保を図るため、特に優れた技能を有する者を「山口県

優秀技能者47」として表彰するほか、次世代技能者の育成に意欲がある１級

技能士48等を「山口マイスター」として認定します。 

  高校生の技能への関心を高めるため、「山口マイスター」を専門高校等へ派

遣する取組を進めます。 

 

(3) 技能の向上  

  若年技能者の技能向上や指導者の指導力向上を図るため、技能五輪全国大会
49や全国障害者技能競技大会等への派遣選手を育成・強化する取組を支援し

ます。 

                         
46 ものづくりマイスター ものづくりに関して一定の技能・経験（15年以上）を有する技能者を「ものづくりマイスター」と

して中央技能振興センター長が認定するもの。 
47
 山口県優秀技能者 広く社会一般に技能尊重の気運を醸成し、技能者の地位並びに技能水準の向上を図るため、特に優れた

技能者に対し、毎年実施している知事表彰。 
48
 技能士 技能検定に合格した者は、「技能士」と称することができる。 

49
 技能五輪全国大会 全国の青年技能者（２３歳以下）が、それぞれの仕事の技能を競う競技大会。 
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  技能検定合格者数の増加や技能者の技能向上を図るため、技能検定制度の普

及啓発や技能検定受検に対応した職業訓練や技能指導を実施します。 

  技能士のスキルアップやレベルの向上を図るため、技能士会や技能士間の情

報交換会等の交流の場や研修会の開催に努めます。 

 

(4) 技能の適正な評価の推進 

  技能者の社会的評価や技能習得意欲の向上を図るため、技能士の積極的な活

用や、技能検定50制度の一層の普及促進に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 数値目標 【現状値】 【目標値】 

Ⅱ-3 技能検定合格者数 
1,662人 

(H24) 

1,600人以上

(H28) 

 

                         
50
 技能検定 労働者の有する技能の程度を検定し、これを公証する国家検定制度。労働者の技能と地位の向上を図ることを目

的に、職業能力開発促進法に基づき実施されている。 
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健康で豊かな生活を実現するため、長時間労働の見直しや、仕

事と子育て等の両立支援、多様な働き方を可能とする就業環境づ

くりを促進することにより、ワーク・ライフ・バランスの推進を

図ります。 

 

 

１ 健康で豊かな生活のための時間の確保 

 

【現状】 

総務省の毎月勤労統計調査によると、近年、山口県の年間総実労働時間は概ね

１，８００時間前半で推移しています。平成２３年は１，８２３時間となっており、

全国と比較すると、３５時間上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

経済社会を持続可能なものとしていくためには、担い手である労働者が自発的な職

業能力開発、地域活動等に必要とされる時間と労働時間を柔軟に組み合わせ、心身と

もに充実した状態で意欲と能力を十分に発揮できる環境を整備していくことが必要

となっています。 

 

Ⅲ ワーク・ライフ・バランスの推進 
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【施策の方向】 

仕事と生活の調和の推進に向け、関係機関と連携しながら、労使での働き方の見直

しが進展するよう「働き方に対する意識改革のための啓発」、「労働時間縮減に向けた

取組の推進」を図ります。 

 

(1) 働き方に対する意識改革のための啓発 

  労使が協調して生産性の向上に努めながら、職場の意識や働き方の改革に取

り組むよう気運の醸成に努めます。 

  「家庭の日51」をノー残業デーとするなど、労働者が家族との触れ合いやき

ずなを深める環境づくりが進むよう啓発します。 

  メンタルヘルス不調者に対し事業者が適切な措置を行うよう関係機関（メン

タルヘルス対策支援センター（山口県産業保健推進連絡事務所内）、地域産

業保健センター等）と連携しながら職場におけるメンタルヘルス対策を啓発

します。 

 

(2) 労働時間縮減に向けた取組の推進 

  「職場に長時間いることが善である」といった風潮を改善し、「所定外労働

は臨時・緊急時にのみ行うもの」との考え方を浸透させるため、先進的な成

功事例の紹介など労働時間に対する意識改革を促す啓発活動を行います。 

  労働者が心身の疲労を回復させ、健康で充実した生活を送るためには、年次

有給休暇の取得が必要不可欠であることから、年次有給休暇を取得しやすい

雰囲気づくりや労使の年次有給休暇に対する意識の改革を促す啓発活動を

行います。 

 

 

■ 数値目標 【現状値】 【目標値】 

Ⅲ-1 年間総実労働時間（山口県） 1,823時間(H23) 
1,800時間を 

下回る(H28) 

  

                         
51
 家庭の日 県民が、家庭の果たす役割の重要性を認識し、家族とふれあい、家族のきずなを深めるための取組や、事業者・

民間団体によるその取組の支援を行うため、毎月第３日曜日を標準として、県民等が定める日。（子育て文化創造条例第１０

条） 
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２ 仕事と子育て等の両立支援 

 

【現状】 

 ２００５年には国の死亡数が出生数を上回り、総人口が減少に転じるなど、本格的

な人口減少社会が到来したと言われています。 

 本県においても、同様に、出生数の減少や合計特殊出生率の低下など、少子化に歯

止めがかからない、厳しい状況が続いています。 

 少子化の進行は、生産年齢人口の減少等による経済面や社会保障への影響だけでな

く、地域社会の活力の低下など県民生活の全般にわたり影響を及ぼすことが懸念され

ます。 

 また、山口県においては、少子化とともに高齢化も進行しており、今後、介護休業

の取得者の増加も予想されます。 
 

【課題】 

 将来ともに豊かで健康的な生活を実現していくためには、働き方の見直しを行い、

仕事と生活の両立を図っていく必要があります。平成１５年に制定された次世代育成

支援対策推進法により企業に対し、一般事業主行動計画の策定・実施による一層の仕

事と家庭の両立支援等のための取組が求められています。 
 

【施策の方向】 

企業による一般事業主行動計画の策定・実施を促進するとともに、仕事と育児、仕

事と介護などの両立に対する啓発活動の実施、子育て支援サービスの充実などを図り、

仕事と子育て等が両立できる雇用環境づくりを進めます。 

 

(1) 仕事と子育て等が両立できる雇用環境づくり（再掲） 

  男女がともに働きながら安心して子どもを生み育てることができる雇用環

境づくりを進めるため、労働局、ハローワーク等関係機関と連携しながら、

事業所の訪問、セミナーの開催、実態調査の実施、啓発資料の作成・配布等

により、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム労働法、次

世代育成支援対策推進法等の周知・啓発に努めます。 
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  仕事と子育て等の両立しやすい環境づくりを進めるため、次世代育成支援対

策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定を促進する「計画策定支援アド

バイザー」を派遣します。 

また、「やまぐち子育て応援企業宣言制度」の推進や、子育て応援優良企業

の表彰による優れた取組を広く紹介します。 

  ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の実現に向けて取り組んで

いる企業を支援するため、仕事と育児、仕事と介護などの両立をテーマに各

種支援制度やその利用方法、また体験談や取組事例の紹介などを行う出前講

座を実施します。 

  企業等の一般事業主行動計画策定・届出の取組を促進するため、引き続き県

の建設工事や物品調達・業務委託・清掃業務委託の競争入札参加資格制度に

おいて、一般事業主行動計画策定・届出を審査項目として位置付けます。 

  政策課題である企業等の一般事業主行動計画の策定・届出、「やまぐち子育

て応援企業宣言制度」の届出、次世代育成支援対策推進法に基づく認定（く

るみん）の取組を促進するため、引き続き県の入札参加者指名制度において、

これらの策定、届出、認定（くるみん）を評価項目として位置付けます。 

  男女がともに働きながら仕事と育児の両立を図り、働きやすい環境を整備す

るため、地域における育児の相互援助組織であるファミリー・サポート・セ

ンターの普及促進を図ります。 

 

(2) 子育て女性等の再就職支援（再掲） 

     

  一人一人の適性・能力等に応じた子育て女性等の再就職を支援するため、女

性からの就職に関する相談に対応する女性相談デーの設定など、専門家によ

るキャリアカウンセリングを実施します。 

 

  子育て等のため長期間職に就いていない女性や母子家庭の母等の再就職を

支援するため、託児付きの職業訓練の実施や離職者等再就職訓練の定員に母

子家庭の母等の専用枠を設定し受講の機会の拡大に努めます。 

 

  中小企業者等における子育て等で退職した女性や母子家庭の母等の雇用を

促進するため、雇用創出支援資金などの融資制度を通じた支援を行います。 
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  母子家庭の母等の就業による自立を総合的に支援するため、母子家庭等就

業・自立支援センターにおいて、就業相談、就業情報の提供や、母子自立支

援プログラム策定等を実施します。 

 

  母子家庭の母等の就業をより効果的に促進するため、「自立支援教育訓練給

付金」や「高等技能訓練促進費」を支給することにより、就職に有利な資格

取得を容易にし、その就業を支援します。 

 

  子育て女性等の就業支援のため、国の各種支援制度（事業所内保育施設設

置・運営等支援助成金、キャリアアップ助成金、再就職準備セミナー等）や

子育て女性向けの企業情報など、企業や子育て女性等に対する情報提供の充

実に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 数値目標 【現状値】 【目標値】 

Ⅲ-2 「やまぐち子育て応援企業宣言」 

届出企業数 
581社(H24) 780社(H28) 
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３ 多様な働き方を選択できる就業環境づくり 

 

【現状】 

近年、全国的に非正規雇用者の割合が増加しています。平成２４年の労働力調査に

よると、全国の非正規雇用者の割合は３５．２％となっています。 

山口県においても、非正規雇用者の割合は増加しており、平成２４年の就業構造基

本調査では３６．１％となっており、前回調査（平成１９年 ３２．９％）と比べる

と３．２ポイント増加しています。 

（参考） 

非正規雇用者の割合※（就業構造基本調査） 
 

年 H19 H24 

山口県 32.9 36.1 

全国 35.5 38.2 

※非正規の職員・従業員/雇用者（役員を除く） 

 

 

 

ちょう 

 

また、労働局等の総合労働相談コーナーや山口県が実施している「労働ほっとライ

ン52」等には、賃金の不払、解雇・雇い止め、労働条件の引き下げなどの雇用環境に

関する様々な相談が寄せられており、中でも、職場における「いじめ・嫌がらせ」（パ

ワーハラスメント）の相談が、近年急増しています。 

  

山口労働局全体に寄せられた「いじめ・嫌がらせ」の相談件数 

 

項目 

Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度 

件数 全体比 件数 全体比 件数 全体比 

いじめ・嫌がらせ １９９ 8.4% ３７０ 18.5% ６２０ 18.6% 

 

【課題】 

派遣労働者の保護・雇用の安定や有期雇用の無期雇用への転換を図り、経済的自立

                         
52
 労働ほっとライン 県内全域からの電話による労働相談に一元的に対応するため、山口県労働政策課内に開設した電話窓口。

労働問題の専門家である社会保険労務士が応対する（電話０８３－９３３－３２３２）。 
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が可能な社会、多様な働き方が選択できる社会を実現するためには、国の取組と連携

しながら、多様な働き方の選択による仕事と生活の調和や雇用環境の改善等に関する

県民の理解や合意形成を促進していく必要があります。 

また、解雇、雇い止め、労働条件引き下げやパワーハラスメントなどの職場でのト

ラブルの解決に向けた取組を推進していく必要があります。 

 

【施策の方向】 

多様な働き方を自らが正しく選択することができる雇用環境づくりを進めるため、

「労働問題の解決に向けたきめ細かな労働相談体制づくり」、「正社員への転換制度

や短時間正社員制度の普及」などに取り組みます。 

 

(1) 労働問題の解決に向けたきめ細かな労働相談体制づくり 

  労働条件や雇用環境等を改善するため、山口労働局等関係機関と連携しな

がら、県民局の相談窓口や中小企業労働相談員等による事業所訪問などで労

使からの相談に対応するとともに、適切な雇用管理の普及啓発に努めます。 

  「労働ほっとライン」等による労使双方からの相談への対応、情報提供体制

の充実に努めます。 

 

(２) 正社員への転換制度や短時間正社員制度等の普及 

  改正労働契約法において規定された有期労働契約から無期労働契約への転

換制度や、パートタイム労働法において、事業主の義務とされているパート

タイム労働者から正社員への転換制度の普及にあわせて、正社員より所定労

働時間の短い短時間正社員制度などの普及に努めます。 

  派遣労働者の雇用の安定や労働福祉の向上を促すため、関係機関と連携し、

労働者派遣法53等の周知に努めます。 

 

 

 

■ 数値目標 【現状値】 【目標値】 

Ⅲ-3 育児・介護以外での短時間勤務を 

選択できる事業所の割合 
24.8％(H23) 増加させる(H26) 

                         
53
 労働者派遣法 「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律」（昭和６０年法律第８８号）。 
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【参考１】 主な支援機関 

  

区分 
[設置者、実施主体、説明等] 

名       称 
概  要 

行政 

[厚生労働省] 

山口労働局 

雇用・労働条件等を巡る多様な課題に対し施策

を推進する厚生労働省の地方支分部局 

[厚生労働省] 

公共職業安定所（ハローワーク） 

職業紹介、職業指導、雇用保険等の業務を実

施 

[経済産業省] 

中国経済産業局 

地域や産業の振興を通じて地域の活性化を図

る経済産業省の地方支分部局 

市町 
相談窓口の設置、雇用対策、シルバー人材セ

ンター事業等を実施 

若者 

[山口県] 

山口県若者就職支援センター 

相談から情報提供・能力開発・. 職業紹介まで

のサービスをワンストップで提供 

[NPO 法人等(厚生労働省委託事業)] 

地域若者サポートステーション 
ニート等の若者の職業的自立に向け支援 

[高校・大学等] 

学校 

在校生等のキャリア教育、就職支援等を実施 

 

女性 

[県・市等] 

母子家庭等就業・自立支援センター 

母子家庭の母等を対象に各種就業支援サービ

スを実施 

[市等] 

ファミリー・サポート・センター 

子育ての援助を受けたいと人と行いたい人が会

員となり、会員同士が地域で子育てを支援 

高年齢者 

[公益法人等] 

シルバー人材センター 

地域の高年齢者に対し、多様な就業の機会を

提供 

公益社団法人山口県シルバー人材 

センター連合会 
地域のシルバー人材センターを支援 

[独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 

地域障害者職業センター雇用支援課の通称] 

地域高齢・障害者雇用支援センター 

事業主への高年齢者や障害者の雇用に関する

相談・援助や啓発、助成金等の受付などを実施 

障害者 

 

[独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構] 

地域障害者職業センター 

障害者に対する職業指導・評価や職場適応 

援助、事業主に対する助言などを実施 

[社会福祉法人等(厚生労働省委託事業)] 

障害者就業・生活支援センター 

障害者に対し、身近な地域で、就業面及び生

活面の一体的な支援を実施 

[社会福祉法人等（知事等が指定）] 

就労移行支援事業所 

一般的企業等への就労希望者に就労に必要な

訓練を実施 

[社会福祉法人等（知事等が指定）] 

就労継続支援事業所 

一般的企業等への就労が困難な者へ働く場の

提供、知識・能力向上のための訓練を実施 
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離職者 公益財団法人産業雇用安定センター 
事業主等に対して、出向・移籍による失業なき

労働移動に関する情報提供・相談等を実施 

職業能力

開発 

[職業能力開発促進法に基づく法人] 

山口県職業能力開発協会 
技能検定等を実施し、職業能力開発を促進 

[独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構] 

山口職業訓練支援センター 

求職者等の職業能力の開発・向上を促進する

ための施設の設置及び運営の業務等を実施 

[独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構] 

山口職業能力開発促進センター 

（ポリテクセンター山口） 

離職者等を対象に職業訓練を実施 

[専門学校等] 

民間教育訓練機関等 
県からの委託を受けて職業訓練を実施 

[事業主等が知事の認定を受けて設置] 

認定職業訓練校 
従業員を対象に職業訓練を実施 

その他 

[独立行政法人労働者健康福祉機構 

(厚生労働省委託事業)] 

メンタルヘルス対策支援センター 

（山口県産業保健推進連絡事務所内） 

職場のメンタルヘルス対策を支援 

[医師会等(厚生労働省委託事業)] 

地域産業保健センター 

50 人未満の事業所を対象にメンタルヘルス対

策等産業保健サービスを提供 

一般社団法人山口県労働者福祉 

協議会 

労働相談や職業紹介など労働者福祉事業を実

施 

経済団体（山口県経営者協会等） 企業の人材確保、育成を支援 

金融機関 
若年者雇用対策資金、離職者緊急雇用対策資

金等の貸付 
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【参考２】 雇用を取り巻く環境の変化に係る主な法律の改正等の概要 
  
 ○高年齢者関係 

法 律 名 等 概  要 

高年齢者等の雇用の安定等に関する法

律（一部改正） 

       平成24年 9月 5日公布 

 

① 継続雇用制度の対象者を限定でき 

る仕組みの廃止 

 →希望者全員の６５歳までの再雇用 

を義務づけ 

② 継続雇用制度の対象者を雇用する

企業の範囲の拡大 

③ 義務違反の企業名に対する公表規

定の導入 

  

 ○障害者関係 

法 律 名 等 概  要 

障害者の雇用の促進等に関する法律 

（一部改正） 

        平成20年12月26日公布 

①短時間労働に対応した雇用率制度の

見直し 

→身体障害者又は知的障害者である 

 短時間労働者を雇用義務の対象に 

 追加 など 

②障害者雇用納付金制度の適用対象と

なる事業主の範囲拡大 

障害者の雇用の促進等に関する法律 

障害者の雇用の促進等に関する 

法律施行令（一部改正） 

       平成24年 6月20日公布 

障害者の法定雇用率の引き上げ 

 →民間企業 １.８％→２.０％ 

障害者の雇用の促進等に関する法律 

（一部改正） 

        平成25年 6月19日公布 

①障害者に対する差別の禁止 

②雇用分野における障害者と障害者で

ない者との均等な機会の確保等を図

るための措置 

→事業主に合理的配慮の提供を義務

付け 

③精神障害者を含む法定雇用率の設定

→精神障害者を雇用義務の対象に追      

  加 
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  ○職業能力開発関係 

法 律 名 等 概  要 

職業訓練の実施等による特定求職者の

就職の支援に関する法律 

       平成23年 5月20日公布 

求職者支援訓練の実施や職業訓練受講

給付金の支給等を通じ、特定求職者の

就職を促進 

  

 ○ワーク・ライフ・バランス関係 

法 律 名 等 概  要 

「世界と共に生きる日本」（閣議決定） 

       昭和63年 5月 

年間総労働時間 1800 時間程度に向

けできる限り短縮することを目標。 

（以後、累次の政府経済計画（平成 4

年、7 年、11 年）において政府目標と

して明記。 

労働時間等の設定の改善に関する特別

措置法[設定改善法] 

       平成17年11月 2日公布 

「労働時間の短縮の促進に関する臨時

措置法」（時短促進法 平成4年7月公布

）を改正。 

労働時間短縮や休暇等労働時間等に関

する事項の設定を、労働者の健康と生

活に配慮するとともに多様な働き方に

対応したものへと改善する。 

短時間労働者の雇用管理の改善等に関

する法律（パートタイム労働法）（一部

改正） 

       平成19年 6月 1日公布 

① 労働条件を明示した文書交付義務   

 化 

② パート労働者と正社員との賃金に

ついて均衡確保の義務化 

③ 正社員への転換推進措置の義務化 

労働者派遣事業の適正な運営の確保及

び派遣労働者の保護等に関する法律 

【労働者派遣法改正法】（一部改正） 

       平成24年 4月 6日公布 

① 日雇い派遣の原則禁止 

② 一定の有期雇用の派遣労働者の無

期雇用への転換推進措置を努力義務

化 

③ 派遣労働者の賃金の均衡を考慮 

④ マージン率などの情報公開を義務   

 化 

労働契約法（一部改正） 

        平成24年 8月10日公布 

① 無期労働契約への転換 

② 「雇い止め法理」の規定 

③ 不合理な労働条件の禁止 
 
 


